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ま　え　が　き

今日、外国人労働者問題にいかに対応するかという課題は先進諸国にとって重要性を増し

ている。わが国でも、今後の人口減少を背景とした労働力不足の懸念から、或いはグローバ

ル市場で生き残るための高度人材の必要性から、外国人労働者受入れをめぐる議論が再び高

まっている。外国人労働者の受入れのあり方を改めて議論する必要があるが、それは、受入

れ制度にとどまることなく社会的基盤のあり方までも視野に入れた広い観点から行われる必

要がある。その際欧州の経験が参考になる。

2004年５月、欧州は新規10ヵ国を加え第５次拡大を果たした。拡大当時は、新規加盟国か

らの移入労働者に対し、イギリス、アイルランドなど一部の国を除くほとんどの国が移行措

置による制限を課したが、長期的にはＥＵ域内のボーダレス化は今後さらに進むと見て間違

いないだろう。欧州は移民受入れの長い歴史を持つ。これまで欧州の先進各国は、どのよう

な移民制度をとり、どのように外国（EU域外）から労働者を受入れてきたのだろうか。

1960年代までに外国人労働者を積極的に受入れてきた欧州先進国が、外国人労働者とその家

族の失業、あるいは社会統合といった問題に苦労してきたことは知られている。しかしそれ

ら諸国の政策はここにきて新たな段階に入っているように思われる。すなわち、経済のグロ

ーバル化と高齢化を背景にして、技術者等の高度人材、医療従事者等の受入れに積極的にな

り、また一方で、外国人労働者の二世、三世の深刻な失業等を背景にして、社会統合を強化

する政策を打ち出している。

以上の点を踏まえ、本調査研究は、主要な欧州先進５ヵ国(イギリス、ドイツ、フランス、

イタリア、オランダ)を対象に、外国人労働者の受入れ政策と社会統合政策の特徴と課題を

明らかにすることを目的として実施された。受入れ制度にとどまることなく、外国人労働者

の受入れに合わせて構築してきた欧州先進各国の社会システムのあり方に焦点を当て、各国

の特徴、実態を明らかにしようという試みである。本調査研究の成果が、外国人労働者問題

の議論を喚起し、この問題に関心を寄せられる方々の参考となれば幸いである。

2006年４月

独立行政法人　労働政策研究・研修機構

理事長　　小　　野　　　旭
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